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１．略　　歴
１９４６年１０月２８日　　　　　　滋賀県に生まれる
１９６９年３月　　　　　　　　京都大学経済学部卒業
１９７１年３月　　　　　　　　京都大学大学院経済学研究科修士課程修了
１９７４年３月　　　　　　　　京都大学大学院経済学研究科博士課程単位取得退学
１９７４年４月　　　　　　　　立命館大学産業社会学部助教授
１９８５年１０月～１９８６年９月　　Visiting Research Felow, University of Sussex. England.
１９８７年４月　　　　　　　　立命館大学産業社会学部教授
１９８９年４月～１９９１年３月　　立命館大学人文科学研究所専任研究員
１９９３年１０月～１９９４年３月　　Visiting Research Felow, University of Sussex. England.
２０００年１０月～２００１年９月　　Visiting Research Felow, University of Sussex. England.
２００４年４月～２００７年３月　　立命館アジア太平洋大学アジア太平洋マネジメント学部教授
２００７年４月　　　　　　　　立命館大学産業社会学部教授
２０１２年３月　　　　　　　　立命館大学定年退職
２０１２年４月　　　　　　　　立命館大学特別任用教授，名誉教授
　（主な学内役職歴）
立命館 国際平和ミュージアム企画局長（１９９４年４月～１９９６年３月）
学校法人立命館調査企画室長（１９９６年４月～２０００年３月）
立命館大学キャリアセンター就職部長（２００２年４月～２００４年３月）
立命館アジア太平洋大学副学長　学校法人立命館理事（２００４年４月～２００７年３月）
学校法人立命館常務理事（初等・中等教育担当）（２００７年３月～２００８年７月）
立命館大学硬式野球部部長（２００７年４月～２０１２年３月）
学校法人立命館総長特別補佐（２００８年４月～２００９年３月）
２．専門分野　財政学・金融論・経済政策（含経済事情）
研究課題　ECの対中東欧産業協力，環日本海経済社会圏の構想，アカデミック・インフラス
トラクチャーに関する研究
所属学会　経済理論学会，日本財政学会，北東アジア学会（旧：環日本海学会），国際公共経済
学会
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３．主な研究業績
　著　　書
１）『プライバタイゼーション─イギリス産業社会の再生戦略─』法律文化社，２６２頁，１９９０年
２）『ネットワーク化時代の社会的生産性分析』（科学研究費報告書）１９９０年１１月
　編 著 書
１）『現代日本資本主義の政治経済機構』（池上惇・坂井昭夫・林堅太郎編）第五章「『産業構造
改革』論と日本資本主義」「展望　日本の政治経済機構の民主主義的改革」労働経済社，計
５０頁，１９７５年
２）『地方自治とシビル・ミニマム』（池上惇・山下健次・林堅太郎編）はじめに，Ⅱ－１「シ
ビル・ミニマムの行財政管理」Ⅱ－５「民主的地域づくりと行政水準論」法律文化社，計
６３頁，１９７８年
３）『現代の経済社会』（森岡孝二・林堅太郎・佐々木雅幸編）第四章「石油危機から原子力へ」
「日本経済の特質」昭和堂，４４頁，１９８５年
４）『経済摩擦と調整』（斉藤武・坂野光俊・林　堅太郎編）第三章「経済摩擦下の技術開発政
策」法律文化社，２４頁，１９８９年
５）『新編・現代の経済社会─２１世紀へのトレンドを考える─』（林堅太郎・大西広・佐仲忠次
編）序章，「２１世紀を生きる諸君へ」昭和堂，２１頁，１９９１年
６）『日本経済の国際化とアジア』（林堅太郎・中村雅秀編）青木書店，１９９３年
　共 著 書
１）『戦後における京都府政のあゆみ』（京都府政研究会編）第五章「三割自治に抗して」汐文
社，７２頁，１９７３年
２）『日本の経済危機』（基礎経済科学研究所）第２章「経済危機下における通産政策の動向，
ならびに展望」労働経済社，６５頁，１９７６年
３）『講座　現代経済学Ⅰ　経済学入門』（基礎経済科学研究所）第１章「技術の経済学」青木
書店，２５頁，１９７８年
４）『講座　現代経済学Ⅱ　資本論と現代経済』（同上）第４章「機械と大工業（２）」青木書
店，３３頁，１９７８年
５）『私学助成の思想と法』（国庫助成に関する全国私立大学教授会連合編）Ⅱ－２章「経常費
補助配分の問題点（１）」勁草書房，２６頁，１９７９年
６）『私立大学を考える』（井ケ田良治・保田芳昭編）第Ⅴ章　大月書店，２４頁，１９８２年
７）『講座　現代経済学Ⅵ　現代日本経済論』（基礎経済科学研究所），第４章「現代日本資本主
義の危機と産業統制」青木書店，１９８２年，３５頁
８）『講座・日本の大学改革（５）　大学の制度改革』第２部Ⅰ　青木書店，１１７頁，１９８３年
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９）『講座　構造転換１　国際化のなかの日本』（基礎経済科学研究所）第３章「情報化のなか
の蓄積構造」青木書店，２７頁，１９８７年
１０）『現代の社会』（立命館大学産業社会学部共通教材編集委員会）第１章２「大学と社会」法
律文化社，１６頁，１９８８年
１１）『ゆとり社会の構造』（基礎経済科学研究所）第４講「機械の時代を考える」昭和堂，２５頁，
１９８９年
１２）『現代日本の展開方向と地域課題』（杉野國明・江口信清編）第九章「地域づくりのパート
ナーシップ」法律文化社，３８頁，１９９３年
１３）『環日本海交流の政治経済学』（日本海学術交流シンポジウム実行委員会編）第二セッショ
ン『新しい環日本海交流と学術研究ネットワーク』桂書房，４頁，１９９４年
１４）『京が甦る』（二場邦彦・地域研究グループ編）第６章「大学と知的イニシアティブ」淡交
社，１３頁，１９９６年
　論　　文
（単著）
１）「優先制度と戦時統制手段の開発」『経済論叢』１１０巻６号，１９７２年１２月
２）「戦時調達価格と価格統制」『経済論叢』１１１巻５・６号，１９７３年５月
３）「アメリカ戦時統制と優先制度」『経済科学通信』１９７３年夏号
４）「『産業構造改革論』と日本資本主義」『労働経済旬報』９０８号，１９７３年１１月
５）「日本経済の現局面をどうみるか─物不足とインフレーション」『同上』９２１号，１９７４年３月
６）「現代日本の通産行政と「産業構造改革」問題（上）（下）」『経済』№１３５・№１３６，１９７５年
７・８月
７）「関西電力の原発戦略」『暮らしと自治』創刊号，１９７６年９月
８）「民主的地域づくりと行政水準論」『地域と自治体』第５集，１９７６年１１月
９）「革新自治体のシビル・ミニマム行財政」『立命館産業社会論集』第１７号，２２頁，１９７７年８
月
１０）「転機にたつ高等教育と公費助成」『さんしゃ』１１号，１９７８年２月
１１）「産業・貿易構造の特徴と今後の動向」『農業協同組合』２４巻６号，１９７８年６月
１２）「近畿地域産業構造長期ビジョンの特徴」『暮らしと自治』４号，１９７８年８月
１３）「私学助成制度の民主的改革へ」『日本の科学者』１３巻１１号，１０頁，１９７８年１１月
１４）「石油危機と８０年代の産業再編成（上）（中）（下）」『労働経済旬報』№１１１９・№１１２１・№
１１２２，計１９頁，１９７９年１０・１１月
１５）「危機管理の『８０年代通産ビジョン』批判」『経済』№１９６，１９８０年８月
１６）「私立大学の現状と課題」京都自治問題研究所『地域社会と高等教育』１９８１年３月
１７）「岐路にたつ私大財政と私学助成」『経済』№２３９，１９８４年３月
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１８）「『ソフト化社会』への産業政策」『立命館産業社会論集』第２０巻第４号，１９頁，１９８５年３月
１９）「技術革新と産業再編成」『経済』№２５３，１０頁，１９８５年５月
２０）Information Industry ; Electronics and Telecommunications,『立命館産業社会論集』第２１巻
第３号，１２頁，１９８５年１２月
２１）Issues on the Conditions of Workers in Japan,『立命館産業社会論集』第２１巻第４号，３３頁，
１９８６年３月
２２）「イギリスの経済危機と産業再編成─イギリス経済社会の苦悩（１）─『立命館産業社会論
集』第２３巻第１号，２６頁，１９８７年６月
２３）「産業再編成と労働力流動化─イギリス経済社会の苦悩（２）─」『立命館産業社会論集』第
２３巻第２号，３３頁，１９８７年９月
２４）「イギリスの産業政策と社会的生産性─イギリス経済社会の苦悩（３）─」『立命館産業社
会論集』第２３巻第３号，４１頁，１９８７年１２月
２５）「EC統合とイギリス産業社会─イギリス経済社会の苦悩（４）─」『立命館産業社会論集』
第２４巻第１号，３８頁，１９８８年６月
２６）「プライバタィゼーションと社会的生産性（その一）─イギリス経済社会の苦悩（５）─」
『立命館産業社会論集』第２４巻第２号，２５頁，１９８８年９月
２７）「日本の独占─２１世紀への多国籍化戦略─『通商白書』が語る日本的特質─」『経済』№
２９４，１９８８年１０月
２８）「プライバタィゼーションと社会的生産性（その二）─イギリス経済社会の苦悩（６）─」
『立命館産業社会論集』第２４巻第３号，１７頁，１９８８年１２月
２９）「高等教育への公的支出と私大助成」『国庫助成に関する全国私立大学教授会連合高等教育
政策研究会年次報告』１９８９年６月
３０）「イギリスのプライバタイゼーション」『財政学研究』１４号，１０頁，１９８９年１０月
３１）「プライバタイゼーションの動きをどうみるか」『経済科学通信』６１号，８頁，１９８９年１０月
３２）「再資本主義化の戦略としてのプライバタイゼーション」『経済』３１６号，１９９０年８月
３３）「ハイテク立地と民間活力」『行財政研究』第８号，行財政研究所，１９９１年３月
３４）High-technology Strategies and Regional Restructuring, International Journal of Political 
Economy, Vol.２１，No.３，３０頁，１９９１年
３５）「戦後の技術特性と北東アジア─北東アジアの技術協力をめざして─」『立命館産業社会論
集』第３０巻第３号，１０頁，１９９４年１２月
３６）「政府・財界による経済再生の戦略と現実─女性労働者活用の意味─」『女性&運動』２０７
号，１９９９年１２月
３７）「グローバライゼーションと貧困緩和─公共政策の新たなフレームワーク─」『立命館産業
社会論集』第３７巻第２号，２００１年９月
３８）「ヨーロッパの新たなガバナンス─欧州連合拡大をめぐる現状と課題─」『立命館産業社会
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論集』第３７巻第３号，２００１年１２月
３９）「新たな知的社会基盤への挑戦」『立命館国際地域研究』第１９号，２００２年２月
４０）「就職支援と大学教育改革」『労働調査』４０６号，２００３年２月
４１）「地域連携が大学を活性化する」『大学時報』３０９号，２００６年７月
　共同論文
１）「障害児教育義務制実施に伴う財政問題」『経済』№１０３，１９７２年１１月
２）「アメリカ経済とインフレーション」『同上』№１１２，１９７３年８月
３）「経済危機のもとでの通産政策批判」『労働経済旬報』９８２号，１９７５年１２月
４）「民主的行政活動と住民自治」『自治問題研究』２号，１９７７年３月
５）「民主的行政活動と住民自治・その二」『同上』３号，３５頁，１９７８年８月
６）「自治体行財政と地域の社会構成・地域集団」『同上』３号，１９７８年８月
７）「地方自治体の工業立地政策と京都府長田野工業団地」『同上』４号，２２頁，１９７９年３月
８）「行政活動と住民自治」『香焼町史』香焼町史編纂委員会，１９８２年３月
９）「環日本海地域の経済開発に伴う日本海の水質に及ぼす影響」（金政炫，大同淳之，文乗根
と共同執筆）Ritsumeikan University IIRAS Working Paper Series 国際地域研究所，４１頁，
１９９６年６月，
１０）Newly Emerging International Regions in Europe and North- East Asia: Academic 
Initiatives for Transnational Socio-Economic Development: Third Report for Ritsumeikan-
Sussex Joint Research Programme, Institute of International Relations and Area Studies, 
Ritsumeikan Universty，２５３頁，１９８８年５月
１１）「イギリスの大学における生涯学習」（松野周治と共同執筆）『立命館教育科学研究』第１２
号，１２頁，１９９８年６月
１２）「最近の環日本海地域をめぐる研究課題」（大森功一，中戸祐夫と共同執筆）『立命館国際地
域研究』第１４号，１７頁，１９９９年３月
１３）「ワークショップ『北東アジア平和と繁栄の条件─地域協力の現状と課題─』」『立命館国
際地域研究』第２２号，２００４年３月
　学会報告
１）Technological Characteristics in the Post-World War Era and the Technological Division of 
Labour in the North East Asia, Pusan　Conference: Building up　International City 
Cooperation in the Era of Globalization，１９９４年９月
２）Summary on the Programs and Our Proposal for the Development of Peace Museum, 
Second International Peace Museum Conference, Austrian Study Center for Peace and 
Conflict Resolution (with Ikuro Anzai)，１９９５年８月
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３）「京都（関西）における環日本海研究の新しい展開」『環日本海研究』第一号，１２頁，１９９６
年
４）Enhancing Socio-Economic Development in the North-East Asia International Region: 
Focusing on the Growing Role of Pusan as Hub-Port, Ritsumeikan-UBC Joint Research 
Programme: Study on the Emerging Global Cities in the Asia- Pacific International 
Region, UBC, Canada，１９９９年１月
５）Scholarship Programs and International Activities, World Bank, Global Development 
Network １９９９: Bridging Knowledge and Policy. Bonn Germany，１９９９年１２月
６）「北東アジアの新時代」北東アジア学会・韓国東北アジア学会共催，２０１０年８月
７）「北東アジアの新しい針路を考える」北東アジア学会，２０１１年１０月
　調査報告
１）「新たな地域連携のあり方と大学の役割─立命館大学と舞鶴市の連携に関する調査研究事
業（代表 林　堅太郎）」立命館大学衣笠総合研究機構，１６０頁，１９９９年３月
２）「新たな地域連携のあり方と大学の役割（その２）─立命館大学と舞鶴市の連携に関する
調査研究事業」（代表 林　堅太郎）立命館大学衣笠総合研究機構，２０００年３月
３）「ロシア極東都市経済・社会開発調査報告」『立命館国際地域研究』第２１号，２００３年３月
　辞　　典
１）「資源配分」「価格統制」「優先順位」「割当制」「ローリングシステム」『大月 経済学辞典』
大月書店，１９７９年４月
２）「環日本海アカデミック・フォーラム」『北東アジア事典』国際書院，２００６年１０月
　解　　説
１）いま気になる経済用語　第一回　「ビッグバン」『女性&運動』１８４号，２頁，１９９８年１月
２）同上　第二回「財政構造改革」『女性&運動』１８５号，２頁，１９９８年
３）同上　第三回「企業の社会的責任」『女性&運動』１８６号，２頁，１９９８年
４）同上　第四回「『ニューエコノミー論』の勝利？」『女性&運動』１８７号，２頁，１９９８年
５）同上　第五回「韓国の経済危機と経済学」『女性&運動』１８８号，２頁，１９９８年
６）同上　第六回「国境を越える挑戦─考えたい欧州通貨ユーロの導入」『女性&運動』１８９
号，２頁，１９９８年
７）同上　第七回「女性が安心して働ける社会システム（その１）」『女性&運動』１９０号，２
頁，１９９８年
８）同上　第八回「女性が安心して働ける社会システム（その２）」『女性&運動』１９１号，２
頁，１９９８年
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９）同上　第九回「女性が安心して働ける社会システム（その３）」『女性&運動』１９２号，２
頁，１９９８年
１０）同上　第十回「女性が安心して働ける社会システム（その４）」『女性&運動』１９３号，２
頁，１９９８年
１１）同上　第十一回「金融のバブル化と公的支援」『女性&運動』１９４号，２頁，１９９８年
１２）同上　第十二回「経済社会，そのグローカルアプローチ」『女性&運動』１９５号，２頁，
１９９８年
　書　　評
１）「変革を迫られる日本鉄鋼業」『経済科学通信』１５号，１９７６年５月
２）「石油の支配者」『経済』№１４３，１９７６年３月
３）「問われる通産省」『経済』№２３８，１９８４年２月
４）「勤労者の日本経済論」『経済科学通信』５１号，１９８６年１２月
　随　　想
１）「現代イギリス経済社会を学ぶ」『財政学研究』１２号，８頁，１９８７年９月
２）「知的インフラの構築をめざして」『大学進学研究』No.１０５，２頁，１９９７年２月
　座 談 会
１）「深化する経済危機と不均衡」『経済』№１６５，１９７８年１月
２）「自治体としての大学」『現代と思想』№３９，３０頁，１９８０年３月
３）「３・４回生ゼミをめぐって」『立命館学園広報』１３６号，７頁，１９８２年１１月
４）「フリートーク・世界経済論の課題をさぐる」『経済科学通信』６４号，１９９０年１０月
５）「なぜ，いま文化の再生なのか」『立命館地域研究』２号，１９９１年１２月
　講演記録
１）「産業社会学部における共同研究の課題と方法」『立命館産業社会論集』第２０巻第１号，２３
頁，１９８４年６月
２）「現代社会と郵政事業の民主的改革のために」「みんなに役立つ郵便局づくりをめざして」
『第一回郵政事業を考えるシンポジウム』郵政産業労働組合・東京中央郵便局労働組合，
２４頁，１９８５年４月
３）「大学と地域─２１世紀社会とアカデミック・インフラストラクチュア構築の試み─」高等
教育政策研究所東京センター設立準備委員会，８頁，１９９２年６月
４）パネルディスカッション『日本海交流の新次元』・『環日本海』第４号，環日本海アカデミ
ック・フォーラム，１９頁，１９９７年
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５）パネルディスカッション「民間との連携による地域振興─産官学連携による地域振興─」
『講演集シリーズ』８，地域総合整備財団，１９９８年３月
６）「環日本海の知的インフラ」『環日本海』第５号，環日本海アカデミック・フォーラム，１５
頁，１９９８年
７）公開シンポジウム「国際ネットワ－クと地域開発の新次元」『環日本海』第６号，環日本海
アカデミック・フォーラム，３６頁，１９９９年
８）シンポジウム「２１世紀の大学づくり─eキャンパスの可能性を探る─」大手前大学，２００１
年２月
９）シンポジウム「文化を繋ぐ海/文化で繋がる海─持続的な対話・協調のために─」ニュー
にいがた振興機構，２００２年２月
１０）「知力社会を創る大学と地域の連携」みえ連合大学センター設立準備委員会，２００３年３月
１１）シンポジウム「新しい大学像を探る─連携化という視点からの改革─」南大阪地域大学コ
ンソーシアム，２００３年３月
１２）北東アジア交流プロジェクト京都シンポジウム「海を越えた環境協力」２００３年１０月
１３）基調講演「北東アジアにおける経済社会統合の道」国連大学グローバル・セミナー，２００６
年８月
　報 告 書
１）「地域社会と高等教育」（京都自治問題研究所）１０２頁，１９８１年３月
２）「知的社会基盤の構築をめざして」（「大学と地域」国際シンポジウム実行委員会）１９９２年３
月
３）「大学と地域の協力による知的インフラ整備のための京都府北部地域セミナー報告書」
（「大学と地域」国際シンポジウム実行委員会）７０頁，１９９２年１１月
４）「大学都市会議記録」（大学都市会議実行委員会）１１４頁，１９９３年３月
５）「国際シンポジウム・環日本海時代における知的社会基盤の構築」（「大学と地域」国際シ
ンポジウム実行委員会）１５９頁，１９９３年３月
６）「地域政策フォーラム報告書・環日本海時代における地方都市の戦略」（国際シンポジウム
実行委員会）４８頁，１９９３年１１月
７）「第二回大学都市会議記録（生涯学習）」（大学都市会議実行委員会）１７７頁，１９９４年３月
８）「国際シンポジウム・環日本海アカデミック・フォーラムの創設をめざして（専門家会議
の記録）」（国際シンポジウム実行委員会）７５頁，１９９４年３月
９）「第三回大学都市会議記録（産官学連携）」（大学都市会議実行委員会）１５９頁，１９９５年３月
１０）「第四回大学都市会議記録（まちづくりと学生ボランティア）」（大学都市会議実行委員会）
２００頁，１９９６年３月
１１）「学生の豊かな人生のために」（日本私立大学連盟，就職委員会）２００３年３月
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１２）「国際教育と質保証」（日本私立大学連盟，国際教育・交流委員会）２００６年２月
　そ の 他
１）「経済社会の危機と高等教育の『計画的整備』」立命館学園広報６７号，５頁，１９７６年７月
２）「学生生活とアルバイト，学生のための経済学（８）」祖国と学問のために５３０号，１９７９年５
月
３）「臨時教育審議会の発足に思う」立命館学園広報１５７号，２頁，１９８４年１０月
４）「イギリスからの手紙より」京都月刊あり懇４号，７頁，１９８７年１月
５）「続イギリスからの手紙より」京都月刊あり懇５号，１９８７年２月
６）「プライバタィゼーション─イギリスの民営化・日本の民営化─」土曜講座だより１２６号，
１９８７年２月
７）「私のキャンパス・ライフ」立命館学園広報１８４号，１９８７年３月
８）「高等教育は『後進国』？　教育の未来」立命館大学公助連，１９８７年４月
９）「京都時評・平和な暮らしへの願いを結ぶ国際的ネットワークを」京都民報１２８８号，１９８７
年１０月
１０）「京都時評・核軍縮とハイテク産業」京都民報１３１０号，１９８８年３月
１１）「京都時評・消費税と“小さな窓”」京都民報１３２７号，１９８８年７月
１２）「京都時評・『豊かさ』の実相と課題」京都民報１３４５号，１９８８年１１月
１３）「京都時評・『エゾエ菌』たたきは衆愚か」京都民報１３７５号，１９８９年６月
１４）「京都時評・地価狂乱への憤り」京都民報１３９１号，１９８９年１０月
１５）「大学の研究資金」UNITAS（立命館学園広報）２１９号，１９９０年５月
１６）「きょうと文化考・京都と小京都」京都新聞，１９９１年９月
１７）「大学都市会議を開催して」UNITAS ２４５号，１９９２年１０月
１８）「地域と大学の協同─アカデミック・インフラストラクチャー構築の試みから─」関西教
授会連合会報７４号，１９９２年１２月（『関西協議会３０年のあゆみ』１９９６年６月に収録）
１９）「変化する国際社会のなかで考える─環日本海交流を通して─」ANONA No.３９，１９９５年６
月
２０）「世界報道写真展」への期待，UNITAS ２７５号，１９９５年６月
２１）「平和の礎」UNITAS ２７６号，１９９５年７月
２２）「立命館は平和のベスト・ユニバーシテイ」UNITAS ２７７号，１９９５年９月
２３）「世界大学生平和サミットへの期待」UNITAS ２７８号，１９９５年１０月
２４）「学生主体のサミットを」UNITAS ２７９号，１９５５年１１月
２５）「教学の高度化をめざす衣笠新展開事業に邁進を」UNITAS ２９０号，１９９６年１１月
２６）「第五次長期計画フォローアップ課題─全学の力で始動する大学院ならびに衣笠の新展開」
　UNITAS ３１０号，１９９８年１１月
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２７）「ざっくばらん経済談義」『大学はどこまで変わるか』京都新聞，１９９９年６月
２８）「関西のマージナル・レボリューション─日本海からのパラダイム転換」『縁』９０号，１９９９
年１０月
２９）「社会が変わる，大学が変わる。社会人よ，だから大学をめざせ」『エグゼクティブ』３７-８
号，ダイヤモンド社，２０００年６月
３０）「わが子への就職のアドバイスはどこまですべきか」　『プレジデント』２００３年３月
３１）「コモンウェルス（Common Wealth）の視野」北東アジア学会通信第３９号，２０１０年１０月
４．学外での研究・教育等の活動　社会的活動
１）大学都市会議主宰メンバー（事務局・京都市）（１９９２年～１９９６年）
２）世界学生平和サミット事務局長（１９９５年）
３）環日本海学会常任理事（１９９６年）
４）まいづる大使（１９９６年～２００９年）
５）環日本海アカデミック・フォーラム世話人（１９９６年～）
６）関西文理学園理事（１９９７年～２００４年）
７）舞鶴市総合計画審議会座長（１９９９年４月～２００１年３月）
８）環日本海アカデミック・フォーラム代表世話人（２００２年３月～２００４年３月）
９）日本私立大学連盟就職委員会委員（小委員会委員長）（２００２年～２００４年）
１０）大学連携センター（舞鶴）推進研究会座長（２００２年～２００４年）
１１）京滋学長懇談会事務局長（２００３年４月～２００４年５月）
１２）日本私立大学連盟国際教育・交流委員会委員長（２００５年４月～２００７年３月）
１３）長野県飯田市総合計画計画審議会議長（２００５年１０月～２００６年４月）
１４）北東アジア学会（旧称：環日本海学会）会長（２００５年１０月～２００８年１０月）
１５）日本私立大学連盟中等・高等教育連携会議委員長（２００７年４月～２００９年３月）
１６）独立行政法人 大学評価・学位授与機構　国立大学教育研究評価委員会専門委員（２００８年
１０月～２００９年４月）
１７）南山大学外部評価委員会委員（２００９年～２０１０年）
（この間，京都大学医療技術短期大学部，京都府立大学，同志社大学，京都橘女子大学の非常勤
講師を歴任）
５．　その他
１）KBS京都「いくよ・くるよのはりきりフライデー」出演（１９９１年～２０００年）
２）びわこ放送「滋賀経済最前線」レギュラーコメンテーター（２００３年～２００４年）
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